
平成 28 年度第１回 一関市総合計画審議会 

次  第

日 時：平成 28年６月７日(火) 

                           10 時～12 時 

場 所：一関市役所 議員全員協議会室 

１ 開 会 

２ あいさつ 

３ 議題 

（１）総合計画推進に係る年間スケジュールについて 

【資料№１】総合計画推進に係る年間スケジュール 

（２）総合計画実施計画（平成 29・30・31 年度）について 

【資料№２】総合計画実施計画の策定方針 

（３）地方創生先行型交付金事業の実施状況について 

【資料№３】地方創生先行型交付金事業の実施状況 

４ その他 

５ 閉会 
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総合計画推進に係る年間スケジュール

総合計画

（事業要求）

　（推進組織）

● ● ● ● ●

（年間スケジュールの協議等） （主な指標の第１四半期実績の報告等） （実施計画、後期基本計画の実績等報告）　

（主な指標の27年度実績の報告等） （主な指標の上半期実績の報告等）

● ● ● ●

（主な指標の27年度実績の報告等） （実施計画、後期基本計画の実績等報告）　

（実施計画策定方針の報告等） （主な指標の上半期実績の報告等）

人口ビジョン、総合戦略

　（推進組織）

● ● ● ● ● ◎

（年間スケジュールの協議等） （KPIの第１四半期実績の報告等） （改訂案の検討）

（KPIの27年度実績の報告等） （KPIの上半期実績の報告等） （改訂案の検討（本部会議））　

● ● ●

（KPIの27年度実績の報告等） （KPIの上半期実績の報告等） （改訂案の検討）　

（変更なし）

（変更なし）

まち・ひと・しごと創生有識者会議

前期基本計画

実施計画

総合計画推進委員会
（※昨年度まで策定委員会）

総合計画審議会

３月４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

人口ビジョン

総合戦略

総合戦略策定部会
（まち・ひと・しごと創生本部会議）

改定案の検討 改訂

案検討



財 第 0 2 0 1 2 号 

平成 28 年５月 24 日 

 各部長・各支所長 殿 

 各課等の長 殿 

 各機関の事務局の長 殿 

市    長 

一関市総合計画実施計画（平成 29・30・31 年度）の策定について(通知) 

当市が目指すまちづくりの方向性を定めるとともに、市の行財政運営の指針

となる新しい総合計画（平成 28 年度～37 年度）が本年度からスタートする。 

総合計画基本構想に掲げた当市の将来像「みつけよう育てよう 郷土の宝 

いのち輝く一関」の実現に向けて、各施策を着実に進めていかなければならな

い。 

このうち平成32年度までの５か年を計画期間とする総合計画前期基本計画で

は、重点プロジェクトとして「まち・ひと・しごとの創生」「ＩＬＣを基軸とし

たまちづくり」「東日本大震災からの復旧復興」の３つのテーマを掲げ、人口減

少、少子高齢化などの課題に対し、重点的かつ戦略的に取り組んでいくことと

したところであり、また、基本構想に掲げた「５つのまちづくりの目標」の実

現に向け施策を計画的に推進していくこととしたところである。 

また、これらの推進に当たっては、市民と行政の協働のまちづくり、健全な

行財政運営、広域連携の推進を基本としてまちづくりを進めていくこととして

いる。 

 総合計画実施計画は、基本構想及び前期基本計画に基づき、向こう３か年度

の個々の施策についての具体的な事業計画を定めるものであり、社会経済情勢

の変化を見極めながら毎年度見直しを行い予算編成の指針とするものであるが、

その事業計画は、将来的にも健全な財政計画の裏付けがあってこそ実効性が確

保されるものである。 

今後の財政見通しでは、平成 17年合併に係る合併特例期間の 10年が経過し、

普通交付税の算定の特例(合併算定替)が段階的に縮減されるなど厳しい財政状

況となることが想定され、これまでにも増して限られた財源を有効に活用しな

がら財政の健全性の確保に努めなければならない。 
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当市が活力あるまちとしてさらに発展していくためには、人口減少、少子高

齢化などの課題に正面から向き合い、まちづくりを進めていくことが必要であ

り、市民が将来への希望を持ち、健康長寿のもと笑顔で安心して暮らすことが

できるよう、基本構想に掲げた将来像の実現に向け、実施計画を策定する。 

ついては、本実施計画の策定にあたり、下記のとおり通知する。 

記 

１．実施計画計上事業の要求年度 

要求年度は、平成 29 年度、30 年度、31 年度の３か年度とする。 

２．実施計画計上事業の基本的な考え方 

（１）総合計画基本構想の実現

基本構想に掲げた「５つのまちづくりの目標」の実現に向け事業の検討を

行うこと。 

 ・地域資源をみがき生かせる魅力あるまち 

 ・みんなが交流して地域が賑わう活力あるまち 

 ・自ら輝きながら次代の担い手を応援するまち 

 ・郷土の恵みを未来へ引き継ぐ自然豊かなまち 

 ・みんなが安心して暮らせる笑顔あふれるまち 

（２）まち・ひと・しごと創生総合戦略の推進 

人口減少、少子高齢化等の社会構造の変化を見据え、当市の特徴を生かし

た活力あるまちを創造することを目的に策定された「一関市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」を推進するため、「しごとづくり」「子育て応援」「地域（ま

ち）づくり」につながる継続可能な事業の検討を行うこと。 

（３）課題解決のための事業検討

事業の検討に当たっては、行政サービスのあり方を社会経済情勢の変化に

的確に対応できるよう抜本的に見直していくこととし、また、地域課題の解

決を図るため、従来の発想にとらわれることなく事業の検討を行うこと。

なお、各部、各支所ごとに検討事項を別途指示する。 

（４）人口減少、少子高齢化への対応

これまでに取り組んできた事業の成果を検証するとともに、各種事業を複

合的に実施するなど人口減少、少子高齢化に対応した事業の検討を行うこと。 

特にも、子育て支援施策をさらに充実させるとともに、市民すべてが心身
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ともに健やかに歳を重ねていくことのできる健康長寿社会の実現に向けて事

業の検討を行うこと。 

（５）国際リニアコライダー（ＩＬＣ）について 

  国際リニアコライダー計画に関連する事業については、別途指示する。 

（６）定住自立圏構想（一関・平泉定住自立圏共生ビジョン）について 

魅力的な定住自立圏の形成に向けて、両磐圏域の課題解決に取り組むべき

事業を平泉町と協議し検討を行うこと。 

（７）宮城県登米市及び栗原市等との連携について 

登米市、栗原市など隣接市町村と一体となった取組を進めてきたところで

あり、各種の事務事業について広域的な連携を深め圏域として課題解決を図

る観点から検討を行うこと。 

（８）市全体の事務事業の見直し 

これまで取り組んできた事務事業の目的、役割、効果等を再度検証し、さ

まざまな角度から個別の事務事業について廃止縮小の可能性を検討すること。

３．提出書類 

提出書類は次のとおりとし、記載にあたっては、別添の「総合計画実施計

画（平成 29・30・31 年度）計上事業要求要領」及び「総合計画実施計画（平

成 29・30・31 年度)要求調書等の作成要領」に留意すること。 

（１）【様式Ａ】一関市総合計画実施計画計上事業要求調書 

（２）【様式Ｂ】一関市総合計画実施計画要求事業一覧表 

 （３）【様式Ｃ】施設等の維持管理経費計算書 

 （４）【様式Ｄ】事務事業見直しに係る調書 

４．提出期限 

上記３の書類の財政課への提出期限は、平成 28 年７月８日（金）とする。 

なお、各支所分の事業計画については、別途指示するものを除き本庁各課

等で取りまとめ、調整のうえ、提出すること。 
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実績額

単位：円 指標値 単位
参考

Ｈ26年度末実績
実績値 事業効果

事業費

8,232,142

うち交付金対象

8,003,377

事業費

61,600,000

うち交付金対象

61,600,000

事業費

3,585,210

うち交付金対象

3,585,210

事業費

36,641,616

うち交付金対象

32,446,957

事業費

2,339,342

うち交付金対象

2,339,342

事業費

9,154,953

うち交付金対象

8,190,937

事業費

970,740

うち交付金対象

120,582

事業費

128,181,946

うち交付金対象

121,808,521

地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）実施状況について

事業内容

豊かな自然を生かした農業と観光資源などを有する
本地域の特性を踏まえ、雇用創出と社会減に歯止め
をかけて地域の活性化という好循環を生み出す「一
関市総合戦略」を策定するために、必要な専門的な
調査等を実施する。

市に移住して住宅を取得し、10年以上定住すること
を誓える個人に、申請者の年齢等により70万円から
240万円程度を助成する。

　助成件数　34件

介護保険施設等が介護の職を希望する若者等無資
格者を雇い入れ、働きながら介護技術や業務に係る
実践的な知識を習得させ、介護初任者研修を受講さ
せ、介護人材の育成を行うとともに継続雇用につな
げる。

　４法人（事業所）４人を育成

保護者の所得制限なく、全ての中学生の医療費を無
料化にするための助成を行う。

　医療給付費：29,633千円

新規学卒者（大学、短大、高専など高等学校以外の
学校を卒業した者）の地元就職と、ＵＩＪターン就職を
促進し、定着を図るため、対象者を雇い入れた市内
事業主に対して、人材育成に要した経費に対し助成
（１事業主あたり20万円を上限）する事業
　申請事業所数…17事業所

一関・平泉における日本版ＤＭＯの設立検討調査委
託
　（1）地域の現状把握と課題抽出
　（2）インバウンド観光促進の基本方向の設定
　（3）地域資源をつなぐストーリーの構築
　（4）ＤＭＯ講習会の開催
　（5）検討委員会の開催
　（6）ワーキング部会の開催
　（7）ＤＭＯの設立準備会の設置
　（8）道路案内看板の多言語化への改修

（1）熱気球への興味関心を深めてもらい、地元での
熱気球クラブ設立を目指し当該搭乗会の事業実施
の利便性を図るため、専用車両を購入する。
（2）熱気球クラブを設置している大学等と連携を図
り、熱気球クラブ設立への協力要請等を行う。
（3）ボランティアスタッフの養成講座と併せて、熱気
球教室を開催する。

一関市と隣接している宮城県登米市、栗原市と合同
で出会いの場のイベントを行う。

　参加者数：男女各33名

指標②

指標③

連携大学等の数

ボランティアスタッフ
（熱気球クラブ）登録
者数

3

20

団体

人

指標①
イベント参加者のカッ
プルの成立数：参加
者の１割

3 組

人

6
一関・平泉定住自立圏における日本版
ＤＭＯによる地域づくり

上乗せ交付
タイプⅠ
（広域連携）

地方創生に非常に
効果的であった

7 熱気球を活用した観光推進事業
上乗せ交付
タイプⅡ

地方創生に非常に
効果的であった

8 結婚活動支援事業
上乗せ交付
タイプⅡ

地方創生に非常に
効果的であった

一関・平泉圏域での一体的なアン
ケートの実施や関係団体へのヒアリン
グを初めて実施し、圏域としての強み
や弱み、様々な傾向を圏域の関係者
で共有することができ今後の方向性
を検討する上での基礎資料となった。
また、地域資源を活用した観光地域
づくりの必要性やＤＭＯの必要性につ
いての共通認識が図られ、今後のＤ
ＭＯを進めていく上での基礎作りが図
られた。

岩手大学、東北大学等の熱気球クラ
ブとの連携構築が図られたことによ
り、熱気球を活用した官民一体となっ
た広域観光の推進体制を確立するこ
とができた。また、市民組織の熱気球
クラブ（一関・平泉黄金の國バルーン
クラブ）が設立されたことにより、更な
る推進が期待される。

登米市・栗原市と合同での婚活パー
ティーは初めての取組だったが、広域
での開催は新たな出会いの場を提供
する良い機会となり、実施に対しての
成果も見られた。

指標①
ＤＭＯ勉強会への参
加人数

100 人 0 115

指標②
ＤＭＯ関連事業への
協力団体数

0

0

4

4 中学生医療費助成事業 基礎交付
地方創生に効果が
あった

5 若者等ふるさと就職支援事業 基礎交付
地方創生に効果が
あった

指標①
15歳以下の子の転入
者数：平成26年度実
績を上回る

370 人 369 354

指標②
15歳以下の子の転出
者数：平成26年度実
績を下回る

364 人 365 356

事業効果の理由

指標値を大きく上回る実績となった。
移住者を年代別に見ると、20歳代か
ら30歳代の利用が多く、全体の６割以
上を占めていることから、子育て世代
の住宅取得による移住定住に大きく
寄与したと考える。

介護保険施設等の人材の確保、定着
支援のため、当事業による無資格者
の雇用・育成人数を20人と設定した
が、各法人等の求人に対し応募者が
少ない状況であったため、目標値を大
幅に下回った。
しかし、事業実施を希望した事業所は
18事業所あり、雇用希望人数は32人
であったことから事業ニーズは高く、
効果的であると考える。

子育てしやすい環境づくりの一環の事
業であり、県内の１０万人以上の都市
では始めての取り組みであった。
転入増の目標は下回ったが、移住定
住者へのアピールポイントとなった。

指標値は下回ったが、企業の新規学
卒者の求人意欲の向上に繋がり、雇
用の場の拡大に繋がった。

本事業終了後における実績

交付対象事業の名称
交付金の種
類

本事業における重要業績評価指標（KPI）

指標

1 総合戦略策定事業 基礎交付

2 移住定住奨励助成事業 基礎交付
地方創生に非常に
効果的であった

3 介護保険施設等人材育成支援事業 基礎交付
地方創生に効果が
あった

指標① 移住者数 90

0 18

指標①
介護保険施設等への
新規就業者数

20 人 0 4

指標②
ＯＪＴ、ＯＦＦ-ＪＴの受
講者数

20 人 0 4

44

件 0 1

合計

20 団体 0 23

事業費

5,522,116

5,657,943

うち交付金対象

指標①
市内における熱気球
クラブ設立件数

1

74 125

指標①
就職者（人材育成対
象者）数

50 人 0 29


